（Ｈ24年9月）

· 日本経済再生には「女子力」の活用が不可欠？
今年の５月、野田総理の指示により「女性の活躍により経済活性化を推進する関係閣僚会議」が設置され、６月には「「女性の活躍促進による経済活性化」行動計画～働く「なでしこ」大作戦～」が策定されました。その前文では、「日本に秘められている潜在力の最たるものこそ「女性」であり、経済社会で女性の活躍を促進することは、減少する生産年齢人口を補うという効果にとどまらず、新しい発想によるイノベーションを促し、様々な分野で経済を活性化させる力となる」とまで言い切っており、「女子力」に対する並々ならぬ期待感が寄せられています。具体的には、現在は無職だが就業希望の女性342万人を積極的に活用すること、そして、女性ならではの視点あるいは生活者としての視点から、新たな商品開発に貢献したり、新たな需要を掘り起こすことなどが挙げられます。
また、政府はこの行動計画を成功させるため、次の３つの柱を掲げています。
1 企業トップを始めとする男性の意識改革（社会全体の意識改革を含む）
· 政府を挙げて企業や団体に直接的に働きかける（２万社以上を目標）
· 行政のウェブサイトを活用して、経営トップの方針、企業の女性活躍の状況や向上のための取り組み等の企業情報開示を促進する
· 女性の活躍による企業・家計・社会へのメリットを数値化し、国民に発信する

2 ポジティブアクション（積極的改善措置）

· 女性の起業・創業のための補助制度の創設
· 経営面のきめ細かな「知識サポート」の仕組みの創設

· 子育て等でブランクのある女性の再就職支援
3 公務員から積極的に取り組む

· 思い切った女性の採用、登用

· イクメン父親の会（仮称）等の推進

政府の公表している資料によりますと、実際に女性の活躍推進が進んでいる企業（厚生労働省：均等推進企業）ほど経営指標が良く、株式市場での評価が高まる傾向にあること、また、育児介護支援や柔軟な職場環境推進に取り組む企業（厚生労働省：ファミリー・フレンドリー企業）は、何もしていない企業に比べて粗利益率が２倍以上高いなど、女性活躍推進の経営に与える好影響を謳っています。
日本企業の場合、女性の活躍推進を経営戦略として位置づける経営者はまだまだ少ないのが現状です。その原因としては、長時間労働に象徴される日本的雇用慣行に慣れ親しんでいる男性管理職がまだ多いこと。仕事より家庭を重視し過ぎ、責任ある仕事に就きたがらない女性従業員がいること、などが挙げられます。しかし、一方で意欲に溢れた女性従業員がいることも事実です。これからの時代は、そのような女性従業員を上手に活用しないことには企業経営は立ち行かないのだということを念頭に置き、家庭生活に配慮しつつも、男女を問わず意欲ある人がいきいきと働けるような職場環境の整備や職場の意識改革を行っていく必要があるでしょう。　（工藤克己）
